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　平成２８年度の当初予算の総額は、一般会計と特別会計を合わせて総額９７６億８，５０４万円
で、前年度当初予算額に比べて１３億３，００２万円（１．４％）の増となっています。
　一般会計の当初予算は６３１億８，０００万円で、前年度当初予算額と比べて１１億３，０００万円
（１．８％）の増となっています。

631億8,000万円
平成２８年度　一般会計当初予算

各会計当初予算

▼一般各会計歳入の内訳� （単位：千円）▼一般各会計歳出の内訳（目的別）�（単位：千円）

■市税収入（予算額）の推移【グラフ 1】� （単位：百万円）

■主な歳出予算の推移（性質別）【グラフ 2】� （単位：百万円）
（単位：千円）

歳出

歳入

歳入
６３,１８０,０００
（１００．０％）

歳出
６３,１８０,０００
（１００．０％）

市債
７,３９１,４００
（１１．７％）総務費

６,７１７,１９８
（１０．６％）

そのほか
５１１,７７２
（０．８％）

消防費
２,０７７,３６８
（３．３％）

民生費
３３,４３８,６４１
（５２．９％）

衛生費
４,１１６,５６１
（６．５％）

土木費
４,１３０,８６４
（６．５％）

教育費
５,２７０,７３１
（８．４％）

公債費
６,９１６,８６５
（１１．０％）

市税
２１,２６８,７５２
（３３．７％）

国・府支出金
１９,４９８,０８０
（３０．９％）

２５０００

２００００

１５０００

１００００

５０００

０

２００００

１８０００

１６０００

１４０００

１２０００

１００００

８０００

６０００

４０００

２０００

０

平成
１９年度

平成
１９年度

２０年度

２０年度

２１年度

２１年度

２２年度

２２年度

２３年度

２３年度

２４年度

２４年度

２５年度

２５年度

２６年度

２６年度

２７年度

２７年度

２８年度

２８年度

そのほかの税

法人市民税

個人市民税

固定資産税・
都市計画税

地方交付税
６,８９０,０００
（１０．９％）

地方譲与税など
５,２６１,００６
（８．３％）

諸収入
６６０,４７４
（１．０％）

使用料など
８１５,８５２
（１．３％）

そのほか
１,３９４,４３６
（２．２％）

２,３１２ ２,３２１
２,１９６ ２,１４８ ２,１１３ １,９８３ ２,０７３ ２,０１１ １,９７８ １,９４７

１２,１４９

１３,６２８
１２,９９７

１６,３５３ １５,９４９ １６,２４３
１７,４２９１７,３４６

１５,７６１
１６,６１５

１３,４９３

１２,４９９ １２,７９５
１０,０１９

９,３５８ ９,２８６ ８,１８１８,８１０

１１,５４４ １０,９５７１３,００１

７,１３５

５,１１７
６,４０６

６,９７０
７,０１５

７,３８５

６,８９８６,１４８ ６,４９７５,８４２

５,８１８

５,８３７
７,１６７

６,８５１

７,４７３

６,９７２

６,７７０

５,５８９ ５,９９８５,６３０

１,０２２ ２,９５９ １,０６７ １,１３１

５,５４６ ６,９１７６,２７０

２,８７８ ５９６

公債費

物件費

人件費

扶助費

建設事業費
２９６

１２,２６９ １１,９８５ １２,２４５ １２,００５ １１,５１２ １１,１０８ １１,３１３ １１,１６９ １１,００２

２,７９５ ２,５７９ １,６３２ １,２２９ １,６７４ １,５０３ １,３２０ １,５８２ １,５６７ １,３６５

７,３５８ ７,３５２ ７,１２７ ６,５７７ ６,５８０ ６,６７２ ６,３８３ ６,５０９ ６,６１０ ６,９５５

　歳入については、市税収入が２１２億６，８７５万円
で前年度から５，５１９万円（０．３％）の減となりまし
た【グラフ１】。
　これは、給与所得の上昇で個人市民税が増と
なっていますが、税政改正に伴う法人実効税率の
引き下げにより法人市民税が２億１５０万円の減と
なることや、固定資産税が地価の下落などによっ
て１億６，０６１万円の減となることが要因となって
います。
　市債は、総務債や土木債などが増となっていま
すが、教育債が前年度と比べて２１億６，２１０万円（５
７．９％）の減となったことで市債の総額が５億６，９
８０万円（７．２％）の減となり、７３億９，１４０万円にな
りました。

　歳出では、退職者数が前年度と比較して減少することから、退職手当は５億９，２４９万円（対前年度３億８，１３８
万円の減）となり、人件費全体でも前年度比６億２，９４０万円（７．１％）の減となりました。
　扶助費は児童福祉費で減になっていますが、生活保護費が１億８，０００万円増加し、１１２億２７７万円（対前年度
１．６％の増）となっており、扶助費全体では８，２９５万円（０．５％）の増となります。
　また、建設事業費は、新庁舎整備工事、認定こども園整備補助、大枝公園再整備工事、寺方小・南小学校統合校新
築工事、よつば小学校新築工事などにより６９億７，２２７万円となり、前年度比で２億２２２万円（３．０％）の増となり
ました【グラフ２】。

　本年度においても、本市の財政運営は、扶助費をはじめとする義務的経費の割合が約５１％と依然として高い水準に
あり、引き続き厳しい状況にはありますが、市民の皆さんが安全で安心して暮らせるまちづくりを主眼とした施策をは
じめ、子育て支援の拡充、教育環境の充実、都市整備などの施策を実施していきます。
　今後も、第五次総合基本計画に掲げた「歓

かんきょう
響都市もりぐち」の実現に向けて、引き続き事務事業の見直しや、民間活力

の導入など行財政改革に取り組みながら、よりよい市民サービスの実現に努めてまいりますので、市民の皆さんのご理
解とご協力をお願いします。

問財政課 ℡０６－６９９２－１４０２

会計名 平成２８年度 平成２７年度 増減額
一般会計 ６３,１８０,０００� ６２,０５０,０００� １,１３０,０００

特
別
会
計

国民健康保険事業会計 ２０,９３４,０００� ２１,５１１,０００� △�５７７,０００
後期高齢者医療事業会計 １,７６２,０００� １,７５５,０００� ７,０００

＜小計＞ ２２,６９６,０００� ２３,２６６,０００� △�５７０,０００
下水道事業会計 ７,３９６,１５２� ６,７１２,５７４� ６８３,５７８
水道事業会計 ４,４１２,８９２� ４,３２６,４５０� ８６,４４２
《特別会計合計》 ３４,５０５,０４４� ３４,３０５,０２４� ２００,０２０

【総計】 ９７,６８５,０４４� ９６,３５５,０２４� １,３３０,０２０

◆主な歳出予算の推移（性質別）の説明
人件費 職員の給料や退職手当などの費用
扶助費 児童手当の支給、生活保護者や障がいのある人への

支援のための費用
物件費 消耗品、光熱水費、修繕費などの諸費用や、業務委託

のための費用
建設
事業費

小・中学校、道路・公園などの公共施設の建設・改良の
ための費用

◆歳出の内訳（目的別）の説明
総務費 戸籍・住民登録、徴税、財産の維持管理、全般的な管理

事務に関する経費など
民生費 高齢者福祉・障害者福祉、児童手当、生活保護など
衛生費 ごみの処理、予防接種、健康診査などの保健衛生など
土木費 道路、下水、公園の建設・維持管理など
教育費 小・中学校の運営および施設維持管理の費用など
公債費 市債および一時借入金の元金利息の返済
消防費 消防や火災予防など災害対策のための費用
そのほか　議会運営費、商業・農業振興など


